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研究要旨 職場環境における長期間にわたる座位や運動不足は生活習慣病の原因であり対策が必

要である。本研究では、職場における座位行動の縮小と身体活動の増加に向けた介入のエビデン

スを取りまとめることを目標として、既存の一次研究と二次研究（システマティック・レビュー

等）のデータを統合して分析を行った。分析の結果、座位行動の削減に向けては、職場の環境に

注目した介入（例：座ったり立ったりが可能なワークステーション等の導入）で運動習慣に有意

な効果が見られた。身体活動の増加に向けた介入では、個人レベルの介入（自己モニタリング、

モバイルヘルス）と集団レベルでの介入を組み合わせた介入がもっとも効果的であるとエビデン

スが和えられた。

Ａ．研究目的 

都 市 化 と 技 術 革 新 に 伴 い 、 座 位 行 動 

(Sedentary Behaviour: SB)の増加と身体活動 

(Physical Activity: PA) の低下が健康上の

課題となっている。[1,2] 運動不足は疾病の罹

患率と死亡率の主要な危険因子だが、SB と健

康の間の有害な関連性についての懸念の高ま

りにより、SB の軽減および/または PAの促進

を目的とした多くの介入の開発につながって

いる。[3] 職場では座りっぱなしの時間が顕著

であるため、職場はそのような介入を実施する

ための重要な環境であると認識されている。

[4] 多くの従業員が直面する健康リスクを軽

減するには、職場での SBの削減および/または

PA の促進のための最も効果的な戦略の証拠ベ

ースを構築する必要がある。 

Ｂ. 研究方法 

働く成人の SB の削減および PA の促進を目的

とした職場介入に関するすべてのシステマテ

ィックレビュー（SR）とメタ・アナリシスを特

定、評価、統合するために、包括的なレビュー

とメタ分析を実施した。 

関連する研究の選択 

PRISMA ガイドラインに従って[5]、1) 職場で

の SB の軽減または PA の促進を目的とした介

入研究、2) 職業領域における行動（運動等）

の変化についての研究、3) 特定の疾患を持っ

ていたり運動制限の対象ではない成人労働人

口を対象とした研究、に焦点を当てた。検証し

たアウトカム変数は、勤務時間中の SB（例：

「職場での座位時間」、「1日当たりの長時間の

座位行動の回数」）または PA（例：「1日当たり

の歩数」）に関連する結果であった。また、

AMSTAR-2を利用して[6]、含まれる研究のバイ

アスのリスクを評価した。

データ統合 

定性的な分析 

介入効果を介入タイプごとに要約した。各介入

を、社会生態学的モデルによって定義された介
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入の目標レベル(個人、対人、組織、環境)に従

って体系的に分類した。介入のカテゴリーと介

入結果の組み合わせごとに、統計的有意差のあ

る効果を報告した研究の割合を計算し、この割

合と結果をまとめた。研究の総数との関係をプ

ロットすることで結果を要約した。感度分析で

は、信頼性の低い研究や非常に信頼性の低い研

究が除外された場合に、結果が一貫しているか

どうかを調べた。 

 

メタ・アナリシス 

介入カテゴリー別の介入効果の事後メタ・アナ

リシスを実施することで、レビューで特定した

一次研究から関連情報を抽出した後、結果デー

タの再分析を進めた。また、一次研究の数とバ

イアスのリスク（Risk of Bias: RoB）に基づ

いて、介入とアウトカムの組み合わせごとに効

果を評価した。サブグループ分析とメタ回帰を

通じて異質性を調査できるようにするには、関

連する組み合わせごとに少なくとも 10 件の研

究が必要となる。本研究では、二つの基準に基

づいて相対的に RoB が低いと判断された一次

研究を除外した：(a) 適切な研究は対照群が設

定されていること。(b)客観的に測定されたア

ウトカムが分析されていること。 

 

Ｃ. 研究結果 

SB の減少または PA の促進 (またはその両方) 

を目的とした合計 492 の介入が含まれる 25

件のシステマティック・レビュー（Systematic 

Review: SR）およびメタ・アナリシスを特定し

た。 

 

含まれる研究の特徴 

本分析に含まれた２５の SR のうち、メタ・ア

ナリシスに必要なデータを提供したのは６件

に留まった。分析対象は、就業する成人全て 

(n=15) から、ホワイトカラー (n=4) 、机や作

業スペースが割り当てられていない従業員 

(n=1)などの特殊なサブグループまで多岐にわ

たった。SRの大部分は、職場環境レベルの介入

(n=13)、特に座ったり立ったりできるワークス

テーション (n=8) の評価に焦点を当てたもの

があった。環境レベルでの介入には、他にサイ

クリング・デスクの導入等が分析されていた。

個人レベルの介入、すなわち自己モニタリング 

(n=2) とモバイルヘルス (mHealth) 戦略 

(n=1) を含む介入を評価した SRが３件あった。

９件の SR では特定の種類の介入に限定され

ていなかった。これまで行われた SR は、全体

として主要なアウトカム変数がカバーできて

おり、８件の SR は PA 関連の成果に焦点を当

て、７件は SB 関連の成果に焦点を当て、さら

に３件は両方に焦点を当てていた。全体として、

AMSTAR-2 基準によれば、含まれている 25 個

の SRの質は低かった。SR のわずか 28% が高

スコア (n=2) または中程度 (n=5)、24% が低

スコア (n=6)、ほぼ半数が重大な低スコア 

(n=12)であった。 

 

エビデンスの総合 

 

定性的な分析 

図 1 は、介入カテゴリーと結果の組み合わせ

ごとに、介入に有利な統計的有意差を報告した

研究の割合を示す。円の大きさは、介入の数に

比例する。職場での歩数と座位の時間の観点か

ら行動の変化を評価した研究は、中高度の運動

（Moderate to vigorous physical activity: 

MVPA）時間の変化と座位の時間を評価した研究

と比較して、大きな効果を報告する可能性が高

かった。 
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図 1- 介入と結果の組み合わせごとに、介入に有利な統計的に有意な差を報告した 

研究の割合

メタ・アナリシス 

SB に関するアウトカム変数（仕事中の座位時

間、座位時間の中断回数)と PAに関するアウト

カム変数（歩数、MVPA 時間)に対する介入の統

合効果を計算した。全体では介入により-56分 

[-79; -79分; 座位時間は 1日 8 時間労働あ

たり-33 分]の効果が見られ、とくに環境レベ

ルの介入では最高レベルの有効性が実証され

た (１日８時間労働あたり -69 [-115; -23] 

分)。長い座位時間に対する影響を評価した研

究は比較的少なく、それほど重要な結果は示さ

れておらず、介入効果では 1 時間あたりの平

均時間は +1.41 [0.52 – 2.29] 増加したこと

が示された。 

 

PA に関する分析では、参加者の歩数への影響

という観点から多くの数の介入が評価された。

これらの介入は 1 日あたり 713 [469 – 956] 

歩の顕著な歩数の増加につながり、個人レベル

の介入は最も高い効果を示した (1 日あたり

965 [618 – 1312] 歩)。最後に、MVPA 時間の 

変化は比較的穏やかで、1 週間あたり平均 +17 

[11 – 22] 分の増加であった。特に、個人レベ

ルの介入と複数レベルを対象とした介入が最

も高い有効性を示した。興味深いことに、対人

関係の要素を組み込んだ介入はより大きな効

果と関連していた。 

 

Ⅾ．結論 

この包括的レビューは、座位行動と身体活動を

対象とした介入に関する既存研究が、広範では

あるが不均一な結果となったことを浮き彫り

にしている。レビューに含まれた研究の多くは、

主に自己申告の測定値への依存とサンプルサ

イズが小さい前後比較の研究デザインにより、

バイアスのリスクが高いことが判明した。さら

に、研究が地理的に高所得の欧米諸国に集中し

ているため、日本を含めて他の集団や環境への

研究結果の一般化ができない。 
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